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はじめに
現在、国際教育開発における新しい課題として、紛
争後の国における教育復興が注目されている（小松
２００５：ｐ．２０８）。実際に日本もアフガニスタンにおいて、
紛争後の教育復興プロジェクトとして学校建設や教師
教育のプロジェクトを行ってきた。一方、２０００年４月セ
ネガルで採択された「ダカール行動枠組み」実現のた
めの一つの方策として、『国際教育協力懇談会最終報
告』（文部科学省２００２）においては、日本の教育経験
を活かした国際教育協力の推進が提言されている。
その意味では、現在、世界的な援助動向の潮流として、
初等教育から前期中等教育のアクセス拡大へとシフト
する傾向にあることからも、第二次世界大戦直後の占
領期という日本が財政的に一番苦しかった時期に、前
期中等教育までの義務教育延長に伴い新制中学校
を発足させていった経験は、国際教育開発におけるグ
ローバルな課題としての紛争後の教育復興に大きな示
唆を与え得ると考えられる。
それでは、日本の教育経験を活かした国際教育協
力の方針を具体化させるべく設置された国際教育協
力懇談会事務局が用意した配布資料である「我が国
の教育経験について：学校施設」（１）においては、日本
における紛争後の教育復興期の経験に対して、どのよ
うなことが示唆されているのであろうか。同資料は、「日
本の戦災復興時における公立学校施設の整備につい
て」と題して、この時期における学校施設の不足状況
や施設実態調査、学校施設補助制度の確立、学校建
物規格等の公立学校施設の整備に係る制度化等に
関する記述があるだけで、戦後混乱期の現場レベルに
おける経験には一切触れられていない。この時期、「戦
災、義務教育の延長、特定災害及び校舎の老朽等に
よる施設の整備のため、……巨額の緊急経費が要求
されることは、わが教育史上に前例のないこと」（全国
教育財政協議会１９５２：ｐ．６９）であったはずであるの
に、六・三制校舎建設の際に地域社会や保護者が、い
かなる負担をしていたのかというコミュニティ・ファイナン
ス（２）についての具体的な言及はない。
それでは、これまで戦後占領期を対象としたミクロ分
析の視点からの教育財政史研究は、全く行われてこな
かったのであろうか。先行研究をレビューしてみると、例
えば市川・林（１９７２）、小川（１９９１）のように、これまで
の教育財政史研究はマクロ分析が主流であった。そし
て、戦後日本における公立学校の施設整備に関する
先行研究においても、その代表である青木（２００４）は、
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やはりマクロ分析が主である。しかし、李（１９９８）は学
校施設の整備における国庫負担制度や教育財政構
造を概観し、ミクロ分析として町立中学校の事例を考
察しているが、その事例は１９９０年代の統合中学校を
扱ったものである。そのため、戦後混乱期の現場レベル
における施設整備を対象としたミクロ分析の研究は、管
見の限りでは見当たらない（３）。
そこで本研究は、日本における紛争後の教育復興
の事例であり、義務教育延長に伴う急激な教育需要に
対応していった第二次世界大戦直後の新制中学校の
発足期における教育財政に焦点を当て、住民の参加
による校舎建設で新制度を成立させていった村レベル
におけるコミュニティ・ファイナンスの事例を追跡するこ
とを通して、日本の教育復興経験の国際教育開発へ
の応用可能性を考察する際の質的研究とすることを目
的としている。
１． 開発途上国を対象としたコミュニティ・
ファイナンスの研究
これまで途上国を対象としたコミュニティ・ファイナン
スの研究は、主にＭ．Ｂｒａｙの一連の研究によって蓄積
されてきており、また住民参加型学校建設については
清水（２００５）が論考を行っている。コミュニティ・ファイ
ナンスは、教育需要に対して政府の教育投資が不適
切な場合に重要になってくるとされ（Ｂｒａｙ１９９６ａ：ｐｐ．
３－６）、都市部よりも農村部におけるコミュニティの団結
力の方が強い傾向にあることから、政府は農村部の学
校においてコミュニティ・ファイナンスの利用をより期待す
ることになる（Ｂｒａｙ１９９６ｂ：ｐ．２９）。そして、近年の途
上国における教育行政の地方分権化の結果、末端で
支えるコミュニティと学校の役割が重視される一方で、
財政難、徴税システムの不備等の問題から、保護者を
含むコミュニティからの支援を求めざるを得ない実情に
ある（清水２００５：ｐ．５）。また、コミュニティ・ファイナンス
に係わる政策的状況として、Ｂｒａｙ（１９９６ａ：ｐｐ．１４－
１６）においては五つの類型が挙げられているが、紛争
後の教育復興に関しては、ＩＮＥＥ（２００４：ｐｐ．１４－２０）
の「全てのカテゴリーに共通するミニマム・スタンダード」
において、コミュニティの参加やローカル・リソースの活
用が提唱されている。
また、コミュニティ・ファイナンスを促進・支援するため
に、政府の役割としてインセンティブ、ガイダンス、コントロ
ールの三つがあるとされている（Ｂｒａｙ１９９６ａ：ｐｐ．２１－
３６）。そして、住民参加型学校建設を実施する際の主
体となる組織は、地域によって建設時に一時的な「学
校建設委員会」、「村落プロジェクト委員会」などを組織
する場合もあるが、「学校運営委員会」が一般的であ
り（清水２００５：ｐ．１８）、この委員会は通常、校長、教員、
保護者、地域住民、宗教関係者、地方教育行政関係
者らから構成され、比較的少人数の組織となる場合が
多いとされている（清水２００５：ｐ．１５）。
次に、コミュニティ・ファイナンスの資金調達方法として
は、１）現物支給、２）役務提供、３）寄附、４）収入向上
活動、５）積立金があると言われている（Ｂｒａｙ１９９６ａ：
ｐｐ．７－１１；清水２００５：ｐｐ．１９－２０）。また、通常は校
舎建設等のための臨時費の資金調達の方が、経常費
よりも数段に困難であるとされ、途上国における臨時費
調達の方法には、カーニバル、文化祭、収穫祭等のイ
ベントを通じたファンド・レイジング活動及び各世帯への
課税が挙げられている。そして、コミュニティ・ファイナン
スにおける住民の負担率に関しては、カンボジアの住
民参加型学校建設プロジェクトにおいては、２４．１％か
ら３０％程度であるというデータが示されている（４）。
以上のことから本研究では、先ず戦後占領期におけ
る政策動向や教育財政状況を把握した後に、東北の
農村における事例を追跡することで、日本の教育復興
期におけるコミュニティ・ファイナンスの経験を把握して
いくことにする。そして、この事例を通じて、新制中学校
建設における政府の役割、実施主体、住民参加、資金
調達方法、住民負担率、以上のような観点から考察を
加えていく。
２． 六・三制血涙史
第二次世界大戦中、多くの教育施設が空襲を受け
て焼失・破壊され、戦災による学校施設の罹災面積は、
当時の保有面積の約１２％強に当る９３０万ｍ２に及ん
だ（国際教育協力懇談会２００２）。また、残った校舎等
でも、戦災被害者が占拠していたため荒廃が進んだが、
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戦災校舎の復旧が開始されたのは１９４６（昭和２１）年
度からになってからであった。そして、この時期日本列
島は、相次ぐ台風、地震、火災等の災害に度々見舞わ
れ災害復旧が優先されたため、教育施設の荒廃はさ
らに進むことになった。
新学校制度実施に当たり政府は、新制中学校は独
立の校舎・施設を持つことを原則とした。しかし、敗戦
後で国家が疲弊しきっているのに加え、毎年のように災
害に見舞われて経済や生活が逼迫している状況下で
の校舎の復旧や新築・増築等は、当時の国民にとって
は無理難題であった。このような状況の中、１９４７（昭
和２２）年３月３１日に教育基本法・学校教育法が施行
され、翌４月１日から六・三制義務教育制度が開始さ
れた。この時期学校現場では、制度的には１年、実質
的に３年間の義務教育延長に伴う生徒急増のため、緊
急避難的措置による仮校舎・講堂の間仕切り使用、廊
下・昇降口・物置・鶏小屋等の利用による不正常授業
がいたる所で行われており、教室の過剰収容や施設・
設備の不備・不足は極めて深刻であった（国際教育協
力懇談会２００２）。アフガニスタンでは、復興直後はテン
ト教室が一般的であったが、日本の敗戦直後の状況
は「すし詰授業」、「二部・三部授業」だけでなく「青空
教室」も日常的であった。
１９４７（昭和２２）年六・三制関係の当初予算は８億
円で、その大部分が教員給与に充当された。このこと
は最初から学校建設費には何ら予算措置が行われる
ことなく、新制中学校の義務制が実施されたことを意味
している。もちろん、文部省はその後５０億円の追加予
算を要求しているが、同年度補正予算には新制中学
校建築費国庫補助金７億円が計上されただけであっ
た。これに対して同年１１月教育刷新委員会は、「六・
三制義務教育完全実施について」という建議を政府に
対して行い、また世論の支持もあり、１９４８（昭和２３）年
には公立小中学校建物整備費国庫補助金が５０億円
にまで増加した。しかしながら、ドッジ・プランと呼ばれる
超均衡経済政策により、１９４９（昭和２４）年度当初予
算で教育費の一割が削減され、同時に六・三制建築費
国庫補助金の全額が削除されてしまうことになった（５）。
そのため、国庫補助金を前提に新制中学校独立校舎
の建設計画を立案・実施していた全国の市町村財政
は混乱状態に陥ることになり、全国各地で校舎建設計
画の中止や工事を途中放棄する学校が続出した。ま
た、たとえ建設工事を施工した市町村でも財政破綻を
来し、結局不足分が市町村民税の増額や寄附として
国民の莫大な負担として転嫁されることになった。
ドッジ・プランに端を発した財政的混乱のため、この
時期ほとんどどの県において市町村長、あるいは市町
村会議員の責任間題が起こっており、山梨、岡山、香
川の各県で合計三人の村長が、責任感から辞任のみ
ならず自殺してしまうという悲劇も起った（文部省１９５０：
ｐ．９）。この頃の「キョーシュツ（食料供出）とキョーシツ
（教室）は市町村長の命取り」という俗言は、当時にお
ける市町村長の苦悩を端的に表現した言葉である。
以上のように、国の不十分な予算措置や戦後の地
方財政の窮乏の中で、市町村においては中学校建設
問題のため責任をとって自殺する首長が出るなど、六・
三制確立のため日本中において血と汗と涙が流され
ていた訳であり、この時期全国において文字通り「六・
三制血涙史」が展開されていた。
３． 地方教育財政と六・三制予算の財源
六・三制の完成年度である１９４９（昭和２４）年度の地
方財政中に占める教育費の割合は、都道府県が３１．
１％、市町村では２７．０％となっている（文部省１９７２：ｐ．
８１１）。市町村では、その後数年間は２４～２５％台であ
ったことから、１９４９（昭和２４）年が新制中学校建設の
ピークであったことが窺える。また、１９４８（昭和２３）年度
の地方債の内訳としては、教育費が災害復旧費に次い
で第二位で５６億５千８百万円となっているが、この教育
費の地方債の大部分が市町村の学校建築費の財源に
充てられており、また学校建築のための寄附金も多額に
上っており、同年度に正式に予算に計上されたものだけ
でも３６億円であった（相澤１９６０：ｐ．４８０）。また、表－１
からも分かるように、六・三制学校建設工事は、補助金
の対象となる認定工事のみならず地方自治体の自力
工事も多く、特に六・三制建築工事総量の自力工事量
の占める割合は１９４９（昭和２４）で６５％に上っていた。
そして、自力工事量の１９４７（昭和２２）年度から１９５０
（昭和２５）年度までの合計である１３２万３千坪は、当時
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の約１３０億円に相当するとされている（文部省１９５１：
ｐ．１７）。
以上のように、六・三制中学校建設のために市町村
財政がいかに大きな負担をしていかについては、マク
ロ・データからもある程度の想像はつくが、実際にどれ
だけの負担を、どのようにしていたのかについては、や
はりミクロレベルにおける分析が必要となってくる。
六・三制の財源調達方法について森（１９８７：ｐ．５６２）
は、財政が逼迫する状況下において財源を捻出する
ため、各市町村は主に次の方法で資金調達したことを
指摘している。つまり、１）公有財産の処分、２）住民税
の増徴、３）建設貯金の勧誘、４）宝くじの発行、５）寄附
金の募集、以上の五通りである。
このうち建設貯金（郵便貯金）については、起債予
定額の八割以上の裏づけがないと起債が許可されず
国庫補助も受けられないというものであった。建設貯金
の勧誘事例として、一千万円の六・三制貯金を目標と
して、市長が中心となって約三ヶ月で１，０７５万円の貯
蓄額を獲得したという鳥取市の事例がある（森１９８７：
ｐ．５６３）。また、大蔵省は、１９４７（昭和２２）年８月に地
方宝くじの枠を、従来の戦災復旧のために緊急を要す
る公共事業に加えて、六・三制実施費用のためにも発
行できるような措置をとった。その結果、大阪府は学校
建設費を捻出するため、１９４７（昭和２２）年末から「大
阪府教育宝くじ」を発売している（６）。また、福島県では、
１９４８（昭和２３）年４月１７日から「教育復興宝くじ」を
発行し、その消化のために県市町村当局、各学校・Ｐ
ＴＡ等も協力したことが紹介されている（森１９８７：ｐ．
５６５）。横浜市は、「第五回横浜市復興宝くじ」を六・
三制予算の捻出ため活用し、１枚２０円で市が６０万枚
発売したところ、売りさばき枚数５８３，１２０枚（消化率９７．
２％）、売りさばき総額１１６６万２，４００円、諸支出を差
引きして益金５２１万２，７８４円となり、この額が新制中
学校建設費として各学校に還元された（森１９８７：ｐ．
５６９）。
宝くじのみならず、競馬・競輪の収益金も結果的に新
制中学校の建設費の一部に充てられたという事実が
ある。つまり、１９４７（昭和２２）年１月に全国４５市の市
長らが石見元秀姫路市長の呼びかけで兵庫県姫路
市に集まり、同市を本部とする全国戦災都市連盟を結
成し、同連盟の働きかけで全国戦災都市国会議員連
盟も発足させ、これら二つの団体が政府・国会に強く陳
情した結果、１９４８（昭和２３）年に新競馬法と自転車
競技法が成立した。このことで競馬・競輪の収益金が
地方財政の財源の一部とさせることが可能になった。
１９５１（昭和２６）年当時、競馬開催権を持つ都市は
６７カ所、競輪指定都市は４７カ所あり、その収益が新
制中学校整備を加速させたとも言われている。
４． 山形県北村上郡常盤村立常盤中学校
におけるコミュニティ・ファイナンスの事例
前章で見てきたように、都道府県や財政規模の大き
な市では、宝くじの発行の収益金による建設資金の捻
出が可能であったが、大多数の町村は、このような方法
は期待できないため、自己財源の面で多大な努力が必
要であった。
ここでは自治体の規模が小さいほど教育費の歳出
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表-１. 六・三制建築承認工事量及び自力工事量
比率が高くなることから（安嶋１９５８：ｐ．３２６）、国際教
育協力においても有用性があるのは、より財政規模が
小さいコミュニティの経験であると考えられる。そこで、
１）この時期地方自治体全体の８１．０％が村であった（７）、
２）文部省が学校組合を設けることが望ましいとした学
校規模（８）であるにもかかわらず、一村一校の独立校
舎を作った、３）ドッジ・プランに翻弄された１９４９（昭和
２４）年に着工している、以上のような条件の下で新制
中学校校舎建設を遂行していった、東北地方の農村
におけるコミュニティ・ファイナンスの事例を追跡してい
くことにする。
（１） 常盤村及び常盤村立常盤中学校の概要
旧常盤村は、山形県新庄市の南部の北村上郡に位
置し、１９５９（昭和３４）年の市制施行で現在は尾花沢
市となっており、同市延沢地区を中心とした地域であっ
た。１９４９（昭和２４）年現在で人口５，７５５人（山形県
１９５０：ｐ．６０）、全村８００戸の８９．０％に当たる７１２戸
（山形県１９５０：ｐ．４６６）が農家であるという純農村で
あり、村民性も純朴であるが教育に対する積極的な関
心は薄いことから、学校職員や生徒が中心となって村
民の啓発に誠意をもって活動しなければならないとこ
ろに苦心と努力を要したと報告されているように（文部
省１９５０：ｐ．１３７）、教育には必ずしも熱心ではない土地
柄であった。
常盤中学校は、１９４７年（昭和２２）年５月３日北村
山郡常盤村立常盤中学校として常盤村立常盤小学
校の敷地内に発足し、翌年には尾花沢高校常盤分校
も同校内に設置されるなどの拡張で教室不足に悩んだ
末、独立校舎を新築し現在地に移転している。１９４９
（昭和２４）年８月現在で生徒数は合計３４７人、学級数
７、教員数１１人であった。独立校舎への移転の経緯
としては、工事着工が１９４９年（昭和２４）年９月１０日
であり、当初竣工予定年月日は１９４９年（昭和２４）年
１２月３０日を想定していたが、風雨や雪等の影響で翌
１９５０（昭和２５）年３月３０日に変更なり、最終的には
１９５０（昭和２５）年５月２９日に竣工している。
（２） 常盤中学校の独立校舎建設計画
常盤村議会では、１９４８年（昭和２３）年８月から中学
校の独立校舎建設問題を協議してきたが、翌１９４９年
（昭和２４）年４月１１日に独立校舎建設を決議してい
る。そして、村長を委員長とする中学校建設委員会を
設置して（９）、村議会、区長、中学校、ＰＴＡ、青年団、婦
人会代表と協議して総勢３７名の委員が選出されてい
る（常盤村役場１９４９ａ）。その後、同年７月８日には学
校建設の促進を図るべく、委員長１名、副委員長２名、
常任委員９名、会計監査３名で構成された中学校建設
実行委員を選任して、近隣の横山村、神崎村、大石田
町、東根町の小中学校の状況を視察し校舎建設計画
を具体化させていった（文部省１９５０：ｐ．１３８）。
当初の計画では、二階建１０教室の他に、宿直室、小
使室、保健室、便所で計３１０坪の校舎設計を見込ん
でおり、そのための予算を３８０万円（村民税割１５０万
円、起債１００万円、割当寄附５０万円、学校林処分５０
万円、篤志寄附３０万円）と想定していた（文部省１９５０：
ｐ．１３９）。そして、同年８月３０日には指名入札が行わ
れた結果、校舎建築費は３６４万８千円で落札され、同
年９月１０日には工事に着工している。
（３） 新制常盤中学校建設委員会の資金調達活動
実行委員会は建設資金を調達するため、表－２のよ
うに１９４９年（昭和２４）年７月１５日から８月１日まで村
内８か所において部落別による懇談会を開催して（常
盤村役場１９４９ａ）、中学校建設の趣旨やその概要説
明、他の学校の建設視察報告、起債及び寄附への協
力を訴える等の啓発活動を行った。この部落別建設懇
談会では、村民から建設資金を調達する際に、１）建設
資金割当の厳正公平、２）徴収法・回数を多くし、一回
の負担軽減と村民の収入時期への考慮、３）建設資
金獲得の超過供出の場合、税の対象とならない様な措
置、その他の要望が出された（文部省１９５０：ｐ．１４１）。
前述のように、起債の許可を受ける場合は、起債額
の八割以上の裏づけが必要であり、これがないと国庫
補助も受けられないという規定があった。そのため、建
設委員会は村内の納税義務者７６１人を対象に、村民
税額に応じて郵便定期貯金の預金額を各戸に割当
て、村内１５の部落ごとに目標金額を提示して、当初は
総計１００万４，９６８円の起債の裏づけを確保しようとし
た（常盤村役場１９４９ａ）。
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（４） 学校としての父母の負担軽減策
学校としても校舎建築用の財源確保に協力するた
め、まず父母の負担を軽減させるための方法をいくつか
考え出した。その一つが表－３に示したように、各学年
が山形、酒田、仙台・松島方面への修学旅行を中止し
て、その経費を父母の負担に振り向けるというものであ
る。もちろん、修学旅行の中止は生徒の落胆も大きいこ
とから、その代わりに日帰り遠足等を多く計画して、生徒
が失望を抱かないように配慮している（文部省１９５０：
ｐ．１３９）。
また、学校として生徒・教職員共に三年間の継続計
画として、中学校建築のための郵便貯金に協力する
ことにした。つまり、生徒は一人月３０円、年間で３６０円
を旅行資金として積み立てることとし、教職員は一人
月２００円、年間では２，４００円を建築資金として積み立
てることにした。三年間の継続計画として他には、養兎
基金という兎を一人平均四羽程度飼育し、その売却益
を父母が負担する校舎建築用の資金負担の一部に
してもらうというもので、試算では一羽２５０円で１，３８２
羽売るとすると３４万５，５００円の収益が見込めるという
ものであった（文部省１９５０：ｐ．１４０）。
（５） 生徒・教職員による労働奉仕を通じた資金調達
活動
学校としての直接的な資金調達活動としては、労働
奉仕を通じた活動が挙げられる。表－４に示されている
ように、全校生徒による山菜取り、杉皮・木羽・薪木の運
搬、乾草・縄・いなごの販売、国有林の下刈作業、粟石・
根太石・砂利の採集、落穂拾い等々のありとあらゆる作
業を通じて中学校建設資金を調達し、実際に作業収
入として１４万１，６３０円７０銭を計上している（常盤村役
場１９４９ａ）。
このような作業を生徒が実施していく場合、学校側
は生徒の学習効率が低下しないように土曜日・日曜
日、及び夏休み・冬休みを利用することとし、授業に支
障の出ないように配慮した。また、作業の学習化に留意
し、勤労愛好の精神を養うことを目標として作業カリキ
ュラムを編成し、綿密な計画と準備の下に実施した。そ
して、作業の実施に際しては、生徒と労苦を共にすべ
く全職員が率先垂範すると同時に、保護者との連絡に
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表-２. 部落別懇談会の開催状況
表-３. 修学旅行の中止による父母の負担軽減資金
万全を期して関係者の了解の下に実施している（文部
省１９５０：ｐ．１４０）。
（６） 村内各種団体等による学校への寄附
常盤中学校建築の際に特筆されるのは、村内にお
ける各種団体等が学校へ直接寄附している点である。
表－５に示されているように、村内各地区の少年団や卒
業生、そして、青年団や婦人会が直接学校へ寄附をし
ている。特に、青年団は代議員会及び総会において共
同作業収入として１万円の協力することを決議し、婦人
会は素人コンクール大会における売店収入３万５千円
を寄附している。
以上のような学校側の努力、及び村内各種団体等
による貢献の結果、生徒達の作業収入である１４万
１，６３０円７０銭と村内各種団体からの学校への寄附
である５万４，３００円の合計１９万５，９３０円７０銭を、学校
は電気施設費等の付属設備費として村に寄附してい
る。
（７） 建設委員会による資金繰りと住民負担比率
工事着工後、常盤村では二回に分割して寄附を集
めたが、当時の経済状況もありなかなか集まらないこと
から、建設委員会は１９４９（昭和２４）年９月１４日に実
行委員の不動産を担保にして、地元の銀行から７０万
円を借入金として調達し、これを建築業者への支払い
に充てている（常盤村役場１９４９ｂ）。そして、同年１１
月１７日の建設委員会では、膨れ上がった建築費に対
処するため、工事の進捗状況６０％の時点で、１０教室
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表 -４. 中学校建設資金のための生徒・教職員による作業収入
２７１坪とその他３５坪の合計３０６坪の建築費の財源を、
表－６のように起債は１５０万円、そして、寄附は１５０万円
とした旨を、県教育委員会へ報告している。
そして、その後も同年１２月３０日には銀行から５０万
円の追加融資を受け、合計１２０万円を借入金として調
達している（常盤村役場１９４９ｂ）。一方、寄附金等の
未収分が借金として残ってはいたものの、学校基本林
が６３万８千円で売却され、１９５０（昭和２５）年になって、
やっと山形県教育委員会より国庫補助金１０７万４千円
の助成金の交付があったことから（文部省１９５０：ｐ．
１４１）、これらにより中学校建設の財源に一応の目処
がつくことになった。
ここで学校建設予算を１９４９（昭和２４）年１１月２０
日現在の４２９万８千円とした場合、国庫補助金の１０７
万４千円は予算全体の約２５％に相当することになり、
その意味では国庫補助金以外の全てが村・住民の負
担であったことから、コミュニティの負担率は約７５％で
あったことになる。そして、１９５０（昭和２５）年１１月１５
日現在、山形県北村上郡では粳米一升が６２円、農業
臨時雇一日の賃金が男１８９円、女１４３円であったこ
とを考えると（農林省１９５１：ｐ．２７）、もし全村８００戸が
１５０万円の寄附金を負担した場合、一戸当たり平均
では１，８７５円になり、この負担額は粳米で３０．２升分、
男性の農業臨時雇で９．９日分、女性では１３．１日分の
賃金を寄附することに相当することから、その負担の大
きさを実感することができる。
５． 考察
（１） 新制中学校建設における政府の役割及び実施
主体
日本の戦後占領期の教育財政、及び常盤村の臨時
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表-５. 村内団体等による学校への寄附状況
表-６. 昭和２４年度学校建築状況調査（昭和２４年１１月２０日調）
費調達の事例からは、次のことを指摘することができる。
先ず政策的状況としては、第二次世界大戦直後の教
育復興期という緊急時に、新制中学校制度導入によ
る義務教育延長に伴う急激な教育需要にコミュニティ
が対応していっていることから、先述したＢｒａｙが挙げ
た平時を想定した政策的類型は適用できないと考えら
れる。
次に、学校建設の実施主体に関しては、前述のよう
に途上国では学校運営委員会が一般的であるのに対
して、常盤村におけるプロジェクト主体は中学校の組織
ではなく、実質的に行政村が担っていた。これは文部
省の１９４７（昭和２２）年２月１７日付地方長官への通
達により、市区町村、郡、及び都道府県単位で「新学制
実施準備協議会」の組織化が指示されたことによるも
のであり、政府からのトップダウンによる指示の結果であ
る。この時期、まだ教育委員会制度は発足しておらず、
また１９４８（昭和２３）年７月の教育委員会法公布時も
市町村には教育委員会の設置義務がなく、結局市町
村の教育委員会設置は１９５２（昭和２７）年１１月まで
延期されていた。そのため、この時期の義務教育学校
行政は戦前の体制を引きずっており、それまでの町村
制及び地方学事通則を根拠として、行政村が租税シ
ステムと直結して尋常高等小学校施設の新築・増築
工事を行ってきたという経緯を背景とする行動様式が
まだ残っていたと考えられる。その意味では、戦前の内
務省に先導された地方改良運動以降、国家総動員法
までの経験としての戦前の国民動員システムが、戦後
も遺憾なく発揮されたのが新制中学校建設の事例で
あったとも考えられる。
以上のことから、後で追加的に一部国庫補助があっ
たものの、コミュニティ・ファイナンスを促進・支援しようと
するような、積極的な政府の役割を観察することはでき
ず、実質的に学校建設の実施主体は教育委員会や中
学校の組織ではなく、戦前の体制と同じ行政村が担っ
ていた。
（２） 住民参加及び資金調達方法
このようなトップダウンによるプロジェクトにおけるコミ
ュニティ・ファイナンスは、果たして「住民参加」と呼べる
のであろうか。これは「参加」ではなく、むしろ「動員」と
捉えたほうが妥当ではないかと思える（１０）。ところが、清
水（２００５：ｐ．７）では、「動員」を「貢献」としたほうが理
解しやすいとしながらも、「動員によって学校に対する関
心が高まり、それを契機としてパートナーシップやオーナ
ーシップの向上などいわゆる住民参加によってもたらさ
れるのと同様の効果も期待でき」（清水２００５：ｐ．８）る
ことが指摘されている。また、正楽（２００８：ｐ．３）におい
てコミュニティ参加は、「住民による教育財源の調達と、
学校教育をめぐる意思決定への住民の参加に分けら
れる」とされていることから、常盤村の事例も住民参加
型コミュニティ・ファイナンスと呼ぶことは可能であろう。
次に、前述のように参加型コミュニティ・ファイナンスに
おける資金調達方法として、国際教育開発において
は、１）現物支給、２）役務提供、３）寄附、４）収入向上
活動があると言われているが、常盤村の場合は、寄附
や建設貯金による起債の他に、村内各種団体からの
寄附や学内における労働奉仕等による収入向上活動、
そして、学校基本財産（学校林）の処分、及び国庫補
助金と財源も多岐に亘っていた。特に純農村であった
常盤村においては、生徒のイナゴ取りやウサギの飼育
等による収益金を学校建設費の一部に充てていること
は、農村地域における収入向上活動の多様性の事例
として注目に値する。そして、その他にも中学生のキャ
リア教育の一環としても意義があったと考えられる。
また、清水（２００５：ｐ．６１）においては、カンボジア・ス
ヴァイリエン州の学校において、学校建設委員会が建
設資金に対して借金を背負った事例が紹介されてお
り、委員会は建設業者への支払いに対して借金を背
負い、その後長くその借金に苦しまねばならなかったこ
とが報告されている。このような状況は常盤村でも全く
同じであり、開発途上国のコミュニティでは、今もなお学
校建設血涙史が展開されているものと推測できる。
（３） 住民負担率
それでは、国際教育開発において日本の経験の応
用は、果たして可能性であろうか。つまり、開発コンテク
ストの違う現代の開発途上国に対して、教育復興期に
おける日本の経験は、何らかの示唆を与えることはでき
るのであろうか。
村が持ちえる財政能力や財政的リソースは、その当
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時のコミュニティが持っていた一種の「社会力」と密接
に関係していると考えられる。このような社会的な諸要
因はソーシャル・キャピタルと言われ（ＪＩＣＡ２００２：ｐ．
２２４）、教育プロジェクトの評価指標として「コミュニテ
ィの建設費への貢献は何パーセント程度か」、「コミュニ
ティの参加を活性化するための活動がどれほど行われ
たか」等が考慮されるべきであるとされている（ＪＩＣＡ
２００２：ｐ．２４０）。
そこで、筆者はこれまで日本の経験の応用可能性に
関して、拙稿（２００２）において明治期における町村の
教育財政負担の分析を、マクロな視点から行ってきた。
そして、拙稿（２００７）においてはミクロな視点から、コミ
ュニティ・ファイナンスの事例に関する研究を行った。そ
の結果、埼玉県潮止村における第三次小学校令の授
業料無償化政策に対応した小学校建設の際には、補
助金が無かったことからその全てを村が負担していた
ことが明らかになっている。
現代の住民参加型学校建設プロジェクトでは、通常
国際援助等の外部資金が前提とされる一方、前述の
ように住民参加の負担比率は、約３０％程度が上限と
されている。これに対して、常盤村では村・住民の負担
率が約７５％であった。その意味では、常盤村の事例は
敗戦後の厳しい財政状況にもかかわらず積極的に義
務教育延長政策に対応し、後に一部国庫補助はあっ
たものの、その多くをコミュニティの自主財源により校舎
建設を成し遂げることができた事例、つまり教育復興期
におけるコミュニティ・ファイナンスの潜在的なキャパシ
ティの大きさを示すことができる事例として紹介可能で
あると考えられる。
そこで、日本の経験をケーススタディの一つとして活
用することが提言されていることからも（ＪＩＣＡ２００３：
ｐ．１８６）、マクロな経験の提示と共に、本研究はミクロレ
ベルにおける事例の一つとして応用することは十分に
可能であると考えられる。
おわりに
これまで教育財政研究の中心課題は、義務教育費
における教員給与の負担にかかわる問題、つまり経常
費の在り方を対象にしたものである。しかし、戦後占領
期にあっては短期的ではあるが臨時費、具体的には
六・三制実施に伴う校舎建設をめぐる財源調達がより
深刻な問題として提起されていた（市川・林１９７２：ｐ．
３３２）。その意味で本研究は、教育復興期の純農村に
おけるミクロレベルでの財源調達の実態を垣間見る一
助にはなりえたと考えている。
今後の研究課題としては、単なる事例を提示するだ
けではなく、日本の経験の位置づけをより明確にし、こ
れを一般化させるためにも、市部と郡部の複数の中学
校における財源の相違や住民負担比率を比較するよ
うな量的研究の必要性があると考えている。また、日本
の経験を、単に日本だからできたものなのか、それとも
復興期だからできたものなのか、または途上国でも一般
的にできるものなのか、途上国の復興期でもできるもの
なのか、以上のことを判断できる指標やモデルを構築し
ていく必要性も感じている。
＜注釈＞
（１）国際教育協力懇談会（２００２）「我が国の教育経
験について：学校施設（資料２０）」文部科学省：
ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ｍｅｘｔ．ｇｏ．ｊｐ/ｂ＿ｍｅｎｕ/ｓｈｉｎｇｉ/
ｃｈｏｕｓａ/ｋｏｋｕｓａｉ/００２/ｔｏｕｓｈｉｎ/０２０８０１ｃ．ｈｔｍ
（２）Ｂｒａｙ（１９８７：ｐ．１１）では、「コミュニティとは、社会
的、経済的、文化的な関心を分かち合う人々の集
団」であるとされている。しかし、日本では本来であ
れば江戸時代からある自然村を基礎とし、１９４０（昭
和１５）年９月の内務省訓令第１７号で法制化された
町内会や部落会が、狭義の意味でのコミュニティに
相当すると考えられる。ところが、戦後はＧＨＱの命令
により１９４７（昭和２２）年１月の内務省訓令第４号で
町内会・部落会制度は廃止されており、また多くの村
では一村一校の小学校に中学校を併設して六・三
制を創設させたという経緯がある。そこで、ここでコミ
ュニティとは、「中学校がある行政村全体の保護者・
地域住民、及び中学校教育に関心をもつ人々の集
団」であると定義し、コミュニティ・ファイナンスは、これ
らの人々による資金調達活動を意味するものとする。
（３）文部省（１９５０）等の行政関連資料や地方教育史
資料を引用して、六・三制義務教育の成立に際して
のマクロ・ミクロ双方のレベルにおける財政負担の状
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況を示す資料集として、森（１９８７：ｐｐ．４８５－５９６）
がある。
（４）清水（２００５：ｐ．２４）によると、カンボジアの住民参加
型学校建設プロジェクトにおける住民参加のコストに
ついては、およそ３０％程度が上限であるとしている。
その理由としては、これ以上の負担については工期
が遅れたりする恐れも出てくるためである。さらに同じ
カンボジアにおけるＵＮＩＣＥＦの実施した住民参加
型小学校建設・補修プロジェクトでは、ＵＮＩＣＥＦが
平均で７５．９％を負担し、住民参加による負担は２４．
１％であったと報告されている。
（５）その後、１９４９（昭和２４）年度補正予算において建
築費補助金１５億円の予算が計上され、同時に次年
度の建築予算として４５億円が決定されたことで、六・
三制がようやく軌道に乗ることになる。ところで、六・三
制建築予算の国庫負担に関する法的根拠は地方
財政法にあり、その第３４条においては義務教育延長
に要する経費は当分の間その一部を国が負担する
ことになっていたが、具体的な負担割合の規定を欠
いていたため、実際には法律を根拠としない予算措
置により対応していた（市川・林１９７２：ｐ．３３７）。
（６）この教育宝くじの賞金は、特等１０万円、一等
１，０００円、二等５００円であり、景品として、特賞自転
車一台、甲賞冬オーバー地一着分であった。
（７）１９４７（昭和２２）年現在で、市は２１０、町が１，７８４、
村は８．５１１、合計１０，５０５の地方自治体があった。
（総務省ＵＲＬ「市町村数の変遷と明治・昭和の大合
併の特徴」；ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ｓｏｕｍｕ．ｇｏ．ｊｐ/ｇａｐｅｉ/）
（８）文部省は、「一学校の規模は生徒数が義務教育
完成年度（昭和二十四年度）において凡そ三百六
十名以上であることを基準とする。従って一市町村
において生徒数がこれに満たない場合は隣接町村
との学校組合を設けることが望ましい。」と通知して
いた。（昭和２４年１月５日付文部省通知「新制中学
校の整備及び校舎の建築について」）
（９）例えば、静岡県の郡部における同じような規模の学
校の場合でも、建設委員長は村長が務める場合が多
いが、議会議長やＰＴＡ会長が委員長を務める場合
もある。特に、より多くの寄附金を集める等、多数の動
員を得る必要がある場合、村長が建設委員長に就
任する傾向にある。（静岡県教育委員会［１９５２］）
（１０）これまで開発途上国における学校へのコミュニテ
ィ参加に関する日本国内における先行研究として
は、渋谷・古川（２００６）や正楽（２００８）等があり、近
年その研究の蓄積が進みつつある。そして、住民参
加の概念はＳｈａｅｆｆｅｒ（１９９４）が典型的な先行研
究としてよく引用されており、この概念規定では「学
校が提供するサービスの享受（第一段階）」から「学
校運営等の意思決定への参加（第六段階）」までの
六つのレベルが想定されており、その第二段階とし
て住民による校舎建設等への労働力や資金の提供
活動が「動員」と見なされていた。
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